
 
 

南相馬市地域防災計画 

原子力災害対策編(素案)の概要 

計画の基本的な構成は、平成 25 年７月に改訂された、地域防災計画（原子力災害対策編）作

成マニュアル（市町村分）【内閣府】に基づいて設定した。 

項目 概 要 

第１章 総則 

第 1 節 計画の目的 

・ この計画は、災害対策基本法（以下「災対法」という。）及び原子力
災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）に基づき、原子力災害
の被害を防止し、原子力災害の復旧を図るために必要な対策について、
市及び防災関係機関がとるべき措置を定め、総合的かつ計画的な原子
力防災事務又は業務の遂行によって市民の生命、身体及び財産を原子
力災害から保護することを目的とする。 

第 2 節 計画の性格 

・ この計画は、南相馬市の地域に係る原子力災害対策の基本となるも
のであり、国の防災基本計画（原子力災害対策編）及び県の地域防災
計画（原子力災害対策編）（以下「県防災計画」という。）に基づいて
作成したものである。 

・ 東京電力(株)福島第一原子力発電所については、平成 24 年 11 月に特
定原子力施設に指定され、今後、国では原子力災害対策の取扱いや原子
力災害事前対策及び緊急事態応急対策の留意事項については、さらなる
検討のうえで、原子力災害対策指針（以下「対策指針」という。）に反映
することとしていることから、本計画については、国による対策指針の
見直しが示された時点で、その結果を踏まえた見直しを行うものとする。

・本計画に基づく応急対策の手順等を定める行動マニュアルについては、
今後災害対策を実行する関係部署別に定める。 

第 3 節 計画の周知徹

底 
・ 関係行政機関、関係公共機関及びその他防災関係機関に対し計画の
周知徹底を図り、特に必要なものについては、市民への周知を図る。 

第4節 計画の作成又は修

正に際し遵守するべき指針 
・ 作成又は修正に際しては、原子力規制委員会が定める対策指針（平
成 25 年 9 月 5 日全部改正）を遵守する。 

第 5 節 計画の基礎と

するべき災害の想定 

・ 本計画の基礎となる災害の想定は、特定原子力施設である福島第一
原子力発電所に係る災害の想定については、今後の国県の動向を見極
めながら対応を検討し、福島第二原子力発電所については、重大な事
故等が発生し、そのことに伴う放射性物質又は放射線の放出により生
じる原子力災害とするものとする。 

第 6 節 原子力災害対

策を重点的に実施すべ

き地域の範囲 

・ 県防災計画において、「原子力防災対策を重点的に実施すべき地域」
の範囲は、暫定的に本市を含む３市１０町村の全域が重点地域に拡大
された。しかし、本市では、福島第一原子力発電所事故の際に、市全
域にわたって避難を余儀なくされたことを踏まえて、対象範囲を「市
全域」として原子力災害対策編を策定する。 
○予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ） 

⇒「原子力施設から概ね半径 5km」 
○緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ） 

⇒「原子力施設から概ね半径 30km」 
○プルーム通過時の被ばくを避けるための防護措置を実施する地域（ＰＰＡ）

⇒「原子力施設から概ね半径 30km 圏外」 

第 7 節 原子力災害対

策を重点的に実施すべき

区域の区分等に応じた防

護措置の準備及び実施 

・ 原子力施設における状態が、緊急時活動レベル（ＥＡＬ）に基づく
「全面緊急事態」に至った場合に、ＵＰＺにおける予防的な防護措置
として、住民へ屋内退避の指示を行うことを基本とする。 

・ 原子力施設における状態が「全面緊急事態」に至らない場合にあっても、
状況に応じて、市独自の判断による屋内退避の指示を行うものとする。 

 

ＥＡＬ（Emergency Action Level） 
原子力施設の状態が緊急事態区分（警戒事態・施設敷地緊急事態・

全面緊急事態）に該当する状況であるか否かを原子力事業者が判断
するための基準として、原子力施設における深層防護を構成する各
層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機能の状態、外的事象の発生
等の原子力施設の状態等に基づき設定される「緊急時活動レベル」
のこと。 

 

ＯＩＬ（Operational Intervention Level） 
防護措置の実施を判断する基準として、空間放射線量率や環境放

射線量中の放射性物質の濃度等の原則計測可能な値で表される「運
用上の介入レベル」のこと。 

 
【ＥＡＬ・ＯＩＬに基づく防護措置の対応イメージ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 8 節 防災関係機関

の事務又は業務の大綱

・ 原子力防災に関し、市及び防災関係機関が処理すべき事務又は業務
の大綱は、南相馬市地域防災計画に定める「市及び防災関係機関等の
実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱」を基本に定める。 

第２章 原子力災害事前対策 

第 1 節 基本方針 
・ 災対法及び原災法に基づき実施する予体制の整備及び原子力災害の
事前対策について定める。 

第 2 節 原子力事業者

との防災業務計画に関

する協議及び防災要員

の現況等の届出の受理

・ 原子力事業者が作成又は修正する原子力事業者防災業務計画について、
県から意見聴取を受けた時は、速やかに意見を文書で回答するものとす
る。 

・ 原子力事業者が県に届けた、原子力防災要員の現況等について、県
から写しが送付されてきた場合は受領するものとする。 
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第 3 節 原子力防災専

門官との連携 
・ 原子力災害対策編の作成や原子力防災対策等については、原子力防
災専門官と密接な連携を図り、実施する。 

第 4 節 迅速かつ円滑

な災害応急対策、災害

復旧への備え 

・ 平常時から関係機関・企業・民間事業者と協定を締結し、災害時に
迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努める。 

・ 公共用地、国・県有財産の有効活用による避難所・備蓄等の防災に
関する諸活動の推進を図る。 

第 5 節 情報の収集・

連絡体制等の整備 

・ 国、県、原子力事業者及び防災関係機関との確実な情報の収集・連絡体制
を確保する。 

・ 人材育成や原子力防災関連情報の収集と蓄積、防災対策上必要な資
料の整理を行い、情報の分析整理するための体制を整備する。 

・ 災害時の連絡を迅速かつ正確に行うため、市防災行政無線の整備、
災害に強い伝送路の構築、緊急通信手段の確保等を実施する。 

第 6 節 緊急事態応急

体制の整備 

・ 市は、東京電力㈱との通報連絡協定に基づき、県又は原子力事業者
から警戒事態に先行する事象発生の通報を受けた場合、速やかに職員
を招集し、先行して準備体制を整えるとともに、情報の収集・連絡に
努めるものとする。 

・ 防災関係機関、自衛隊との連携体制の強化に努める。また、消防の
相互応援体制の整備に努める。 

・ 国及び県と協力し、緊急時に必要な資機材、人材等に関する広域的
な応援要請並びに、周辺市町村との相互の後方支援体制の整備に向け
て、応援協定締結の促進を図る。 

第 7 節 避難収容活動

体制の整備 

・ 国、県及び原子力事業所の協力のもと、国の指示又は市独自の判断
に基づき、住民の安全かつ迅速な避難誘導を行うための避難計画を作
成する。 

・ 県の広域避難計画は、現在のところ平成 26 年 2 月を目途としている
ことから、先行して東日本大震災による避難状況等に基づき、定める
ものとする。 

・ 広域避難体制を整備する際には、国や市の判断に先行して、自主避
難を行う住民に対して、一時的な避難所の開設等も念頭に置いて行う
ものとする。 

・ 住民の避難状況を把握するために、行政区長等との災害時における
連絡方法を定めておく。 

・ 病院、介護施設等に在所している等により早期の避難が困難である
住民等に対し、放射線防護対策を講じた施設の整備をしておく。 

第 8 節 緊急輸送活動

体制の整備 

・ 独立行政法人放射線医学総合研究所等からのモニタリング、医療等に
関する専門家の移送協力について、県があらかじめ定める場合には、これ
に協力する。 

第 9 節 救助・救急、

医療、消火及び防護資

機材等の整備 

・ 応急措置の実施に必要な救助・救急活動用資機材の整備に努める。 
・ 県と連携し、救助・救急活動を行うための職員相互の連携体制の強
化を図る。 

・ 県・医療機関と連携し、予防服用が行えるよう、安定ヨウ素剤の事
前配布体制及び緊急時における配布体制を整備する。 

・ 大規模な原子力災害を想定した、物資の備蓄・調達・輸送体制と供
給計画を整備する。なお、物資の性格や避難所の位置を勘案した分散
備蓄の観点に対しても配慮する。 

第 10 節 住民等への

的確な情報伝達体制の

整備 

・ 警戒事象又は特定事象発生後の経過に応じて、住民等に提供すべき情
報について、災害対応の状況や場所等に応じた住民等への提供情報に努
めるとともに、住民等に必要な情報を確実に伝達するため、国及び県と
の役割等の明確化に努める。 

・ 被災者等へ的確な情報を伝達するための体制や市防災行政無線・広
報車等の施設を整備する。 

・ 国、県と連携し、住民相談窓口の設置等について、方法、体制等に
ついて定める。また、災害時要援護者及び一時滞在者に迅速かつ滞り
なく情報を伝達するための体制を整備する。 

第 11 節 業務継続計

画の策定 

・ 実効性のある業務体制を確保するため、必要な資源の確保、定期的
な教育・訓練・点検等の実施、計画の評価・検証等を踏まえた改訂等
を行う。 

第 12 節 原子力防災

等に関する住民等に対

する知識の普及と啓発

及び国際的な情報発信

・ 県及び事業者と協力して、平時から防災教育等を実施し、原子力災
害に関する知識の普及と啓発を図る。 

・ 過去の大災害の教訓や災害文化を後世に伝えるための、各種資料の収集・
整理をする。 

・ 災害から得られた知見や教訓を諸外国への情報発信・共有するよう努
める。 

第 13 節 防災業務関

係者の人材育成 
・ 国及び県と連携し、原子力防災業務関係者の研修への参加等により、
人材の育成を図る。 

第 14 節 防災訓練等

の実施 

・ 国、県、関係機関と連携し、防災活動訓練の実施計画を企画立案し、
実施する。 

・ 原災法 13 条等に基づき実施される総合的な防災訓練に市が含まれる
場合は、実施計画の立案に共同して参画する。 

・ 本計画に定める応急対策の迅速・確実な実施のため、手順・連絡先
の行動について定めた行動マニュアル等の整備を図る。 

第 15 節 災害復旧へ

の備え 
・ 国及び県と協力して放射性物質の除染に関する資料の収集・整備等

を図る。 

第３章 緊急事態応急対策 

第 1 節 基本方針 

・ 原子力事業者から特定事象の通報があった場合及び原災法第 15 条に
基づき原子力緊急事態宣言が発出された場合の緊急事態応急対策につ
いて定める。なお、これら以外でも必要と認められたときは本章に準じ
て対応する。 

第 2 節 情報の収集・

連絡、緊急連絡体制及

び通信の確保 

・ 警戒事象に先行する事象、警戒事象、特定事象の発生や発生後の応
急対策活動において、原子力事業者、原子力規制委員会、県及び関係
指定地方公共機関と連絡・調整を行うものとする。 

・ 県が実施する緊急時環境放射線モニタリングに協力するため、職員の派
遣を行う。 

 
【東京電力㈱福島第一原子力発電所に係る緊急時通報連絡系統図】 
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第3節 活動体制の確立 

・ 警戒事象、特定事象及び原子力緊急事態の発生の通報を受けた場合、
その他市長が必要と認めた場合は、あらかじめ定められた場所に市長
を本部長とする災害対策本部を設置するものとする。 

・ オフサイトセンターにおいて原子力災害合同対策協議会が組織され
ることとなった場合は、責任ある判断を行える者をこれに出席させ、
原子力緊急事態に関する情報を交換し、緊急事態応急対策の実施に向
けた調整を行うものとする。 

【市の活動体制】 

第 4 節 屋内退避、避

難収容等の防護活動 

・ 警戒事象発生時には、国の指示又は独自の判断により、ＰＡＺ内の
災害時要援護者等に係る予防的防護措置（避難）の準備を行う。 

・ 特定事象発生時には、国の指示又は独自の判断により、ＰＡＺ内に
おいて予防的防護措置（避難）の準備が行われるとともに、ＰＡＺ内
の災害時要援護者等に係る予防的防護措置（避難）を行うこととする。

・ 「原子力緊急事態宣言」による屋内退避、避難の指示を受けたとき
は、当該指示に従い、住民等に対し速やかに屋内退避又は避難を指示
するものとする。また、市長は、状況に応じて、屋内退避、避難が必
要と自ら判断したときには、住民等に対し指示を行うものとする。 

第 5 節 治安の確保及

び火災の予防 
・ 緊急事態応急対策を実施すべき区域及びその周辺における盗難や各
種犯罪の未然の防止と火災予防に努める。 

第 6 節 飲食物の出荷

制限、摂取制限等 

・ 国及び県の要請、又は市独自の判断により、飲料水の検査を実施す
る。また、必要に応じ、県の実施する食品の汚染状況調査に協力する。

・ 対策指針に基づいた OIL 等を踏まえた国及び県の指導・助言、指示
に基づき、飲食物の出荷制限、摂取制限及びこれらの解除を行う。 

第 7 節 緊急輸送活動 
・ 人命救助、救急活動に必要な輸送や避難者の輸送、緊急事態応急対
策を実施するための要員・資機材の輸送、住民の生活に必要な物資の
輸送等の円滑な実施のための体制を確立する。 

第 8 節 救助・救急、

消火及び医療活動 

・ 救助・救急及び消火活動のための資機材の確保や消防庁、県及び原
子力事業者に対し、応援を要請する。 

・ 県が行う医療措置（住民等の健康管理、汚染検査、除染等緊急被ば
く医療）に協力する。 

第 9 節 住民等への的

確な情報伝達活動 

・ 住民等の心理的動揺や混乱を抑えるための、的確な情報提供や迅速
な広報活動を実施する。 

・ 情報伝達を行うにあたっては、市防災行政無線や掲示板、広報車、
メディアの協力による報道、さらにはインターネット等を活用し、的
確な情報を提供できるよう努める。 

・ 住民等からの問い合わせに対する、相談窓口の設置や人員の配置等
の体制の整備とニーズに応じた情報の収集・整理・発信を行う。 

第 10 節 自発的支援

の受入れ等 

・ 国、県及び関係団体と協力し、住民等のニーズを把握するとともに、
ボランティアの受付、調整等の体制を確保するよう努める。 

・ 義援物資受入れについては、地域のニーズを把握し、その内容のリ
スト及び送り先を作成し、国の原子力災害対策本部等及び報道機関を
通じて国民に公表する。義援金受入れについては、県と協議し、その
使用について定める。 

第 11 節 行政機関の

業務継続に係る措置 

・ 庁舎の所在地が、避難のための立ち退きの勧告又は指示の地域に含
まれる場合、あらかじめ定めた退避先へ退避するとともに、住民等へ
周知する。 

・ 業務継続計画に基づき、退避後も継続する必要がある業務について
は退避先で継続して実施する。 

第４章 原子力災害中長期対策 

第 1 節 基本方針 
・ 原子力災害対策特別措置法第１５条第４項の規定に基づき原子力緊
急事態解除宣言が発出された場合の原子力災害事後対策について定め
る。これら以外でも必要と認められたときは本章に準じて対応する。

第 2 節 緊急事態解除

宣言後の対応 

・ 原子力緊急事態解除宣言の発出後、引き続き存置される国の現地対
策本部及び原子力被災者生活支援チームと連携して、原子力災害事後
対策や被災者の生活支援を実施する。 

第 3 節 原子力災害事

後対策実施区域におけ

る避難区域等の設定 

・ 国及び県と協議のうえ、状況に応じて避難区域を見直し、原子力災
害事後対策を実施すべき区域を設定する。 

第 4 節 放射性物質に

よる環境汚染への対処
・ 国、県、原子力事業者及びその他の関係機関とともに、放射性物質
による環境汚染への対処について必要な措置を行う。 

第 5 節 各種制限措置

の解除 

・ 県と連携し、緊急時モニタリング等による地域の調査等に基づき、
立入り制限、飲食物の出荷制限、摂取制限等各種制限措置の解除と解
除実施状況の確認を行う。 

第 6 節 災害地域住民

に係る記録等の作成 

・ 避難及び屋内退避の措置をとった住民等が地域に所在した旨の証明
や避難場所でとった措置等について記録する。 

・ 市内の汚染状況図、応急対策措置及び事後対策措置を記録しておく。

第 7 節 被災者等の生

活再建等の支援 

・ 国及び県と連携し、被災者等の生活再建に向けた住まいの確保、生
活資金等の支給とその仕組みを構築する。 

・ 国及び県と連携し、被災者への援助、助成措置についての広報の実
施や総合的な相談窓口等の設置を行う。 

・ 県と連携し、被災者の救済及び自立支援等のために、災害復興基金
の設立等の手法について検討する。 

第 8 節 風評被害等の

影響の軽減 
・ 国及び県と連携し、科学的根拠に基づく農林漁業、地場産業の産品
等の適切な流通等が確保されるよう広報活動を実施する。 

第 9 節 被災中小企業

等に対する支援 
・ 国及び県と連携し、設備復旧資金・運転資金の貸付を実施する。 
・ 援助、助成措置についての広報と相談窓口を設置する。 

第 10 節 心身の健康

相談体制の整備 
・ 国及び県とともに、居住者等に対する心身の健康相談及び健康調査
を行うための体制を整備し、実施する。 
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